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1. 1980年以降の研究史 
Suzuki(2013)は、「日本の活断層」が纏められた1980年を「The remarkable year of 1980」と位置づけ、その
後の1994年までの期間を「The matured period of active fault studies during seismic calm」とした。こ
の間は「Excavation study of active faults」、「Analytical study of tectonic landform evolution
based on dislocation models」、「Chronological studies supported by the development of dating
techniques」、「Quantifying the rate of crustal deformation」、「Applied study to disaster
reduction problem」によって特徴付けられる。 
さらに1995年～2005年は、「The decade after the great Kobe earthquake」であり、「Intensive
investigation of active faults」、「Detailed large-scale mapping of active faults」、「Seismic
reflection profiling of active fault」、「Long-term forecast of earthquake occurrence by active
faults」、「Detailed study of flexural deformation and the 2004 Mid-Niigata
earthquake」、「Overseas research on big earthquakes and active faults」が特徴的である。 
2006年以降は、「The period of rediscovery of active faults」であり、「Evaluating varieties of
relation between earthquakes and active faults」、「Reexamination of active fault
distribution」、「Relations between active faulting and geodetical movement」、「Considering
interplate earthquake from the view point of submarine active fault」、「 Question posed by the
2011 East Japan huge earthquake」が今日まで続く検討課題である。 
2. 活断層をめぐる社会的問題 
1980年には「活断層発見の時代は終わった」とも評された。「日本の活断層」の刊行により全国的な活断層分
布の概要が明らかにされた。また、松田(1975)やMatsuda(1981)によって、活断層情報からの地震規模がある程
度推定できるようになり、また活動履歴情報から要注意断層を認定できるという概念が確立した。これは活断
層研究の重要な到達点のひとつであり、1995年以降の地震発生長期予測を支えた。しかし一方で、原子力土木
委員会（1985）により変動地形学的な活断層認定の有効性が否定された。その内容を改めて検証すると明らか
な誤りが認められるが、その後の原子力発電所の耐震審査のための活断層調査に影響を与えた。当時、活断層
研究者は原発耐震審査で何が行われているかに興味を示さず、反論もしなかった。 
1995年以降、阪神淡路大震災の反省から地震調査研究推進本部が発足し、直前予知に依存せず、長期予測を重
視する方向性が示された。同時にハザード情報の公開が進み、国土地理院により「都市圏活断層図」の作成が
進められた。トレンチ調査や反射法地震探査が重点的に実施されるようになり、通産省地質調査所（当時）に
活断層研究センターが設置されたが、大学では活断層研究拠点は整備されなかった。「震度７」の強震動発生
に関して成因論が巻き起こり、原発耐震の見直しにもつながった。強震動予測に社会的責任が重くなり、議論
が複雑になった。 
1995年以降、地震予測手法（活断層評価および強震動レシピ）を確定する社会的要請が高まる中で、予測外の
地震（2004中越、2005福岡、2007能登、2007中越沖、2008岩手・宮城）が多発した。活断層評価の信頼性に関
して様々な議論も始まった。地震本部の長期評価に対して内閣府が確定度情報を付加するように求めることも
あった。こうした中で原子力安全委員会においては2006年には原発耐震審査指針が改定され、2008年には活断
層調査等の手引きも改定された。 
2011年の東日本大震災後、4月11日には福島県浜通りの地震が起きた。福島第一原発の耐震審査の際に活断層で
はないとされた井戸沢断層が震源となったことが深刻な問題を提起した。原子力安全・保安院は、かつての活
断層評価に問題があったとして、全国の原発に対して活断層の再評価を求めた。福島原発事故国会事故調はか
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つての原子力規制行政について「規制の虜」と批判し、2012年9月には原子力規制委員会および規制庁が発足し
た。こうした経緯の中で、原子力規制委員会は、安全と科学を重視する姿勢を明確に打ち出したが、その後も
原発事業者や一部の研究者がこれを批判している。 
原理力安全委員会が2013年7月に決定した「原発安全規制基準」は、基本的に2006年のルールを踏襲したもので
ある。活断層の定義も従来の「耐震設計上考慮する活断層」（＝後期更新世以降の活動を否定できない断
層）から基本的に変更はない。 
こうした30年の経緯において反省すべきことは、①原子力土木委員会（1985）に対して活断層研究者が何も対
応しなかったこと、②松田(1975)の適用限界を超えた利用など、活断層研究の成果がいかに利用されているか
に無関心であったことなどが挙げられる。 
こうした問題は「浅部は強震動を出さない」というモデルへの疑問や、「副断層が三十センチ以上動く確率は
二十万年に一回より小さい」とする、「原子力発電所敷地内断層の変位に対する評価手法に関する調査・検討
報告書」（JANSI一般社団法人原子力安全推進協会・敷地内断層評価手法検討委員
会）http://www.genanshin.jp/archive/sitefault/data/JANSI-FDE-02.pdfへの対応などとして今日も残ってい
る。 
原子力規制委員会の敷地内破砕帯調査において何が議論されているかについても多くの研究者が検証すべきで
ある。 
文献：Suzuki(2013)：Active Fault Studies in Japan after 1980. Geographical Review of Japan Series
B, 86, 6–21.
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